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－１－

科　　　　　　目

資産の部
Ⅰ　流動資産
　現金及び預金 1,932,839,082
  貯蔵品 34,090
　未収金 242,342,353
　前払費用 3,230,277
　未収収益 29
　　　　流動資産合計 2,178,445,831
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産
　　　建物附属設備 11,441,269

　　　　建物附属設備減価償却累計額 △ 58,396 11,382,873
　　　車両運搬具 3,263,149
　　　　車両運搬具減価償却累計額 △ 2,974,009 289,140
　　　工具器具備品 452,845,171
　　　　工具器具備品減価償却累計額 △ 226,300,911 226,544,260
　　　リース資産（工具器具備品） 4,565,941,890
　　　　リース資産減価償却累計額 △ 1,984,637,742 2,581,304,148
　　　　有形固定資産合計 2,819,520,421
　２　無形固定資産
　　　ソフトウェア 73,702,916
　　　電話加入権 869,400
　　　　無形固定資産合計 74,572,316
　３　投資その他の資産
　　　長期前払費用 990,740
　　　　投資その他の資産合計 990,740
　　　　固定資産合計 2,895,083,477

　　　　　資産合計 5,073,529,308

負債の部
Ⅰ　流動負債
　運営費交付金債務 303,259,432
　未払金 1,125,663,573
　未払費用 13,754,801
　預り金 24,557,471
　短期リース債務 1,080,946,499
　　　　流動負債合計 2,548,181,776
Ⅱ　固定負債
　資産見返運営費交付金 265,492,122
　資産見返物品受贈額 2,002,407
　長期リース債務 1,693,234,540
　　　　固定負債合計 1,960,729,069
　　　　　負債合計 4,508,910,845
純資産の部
Ⅰ　資本金
　　　資本金 0
Ⅱ　資本剰余金
　　　資本剰余金 0
Ⅲ　利益剰余金
　　　前中期目標期間繰越積立金 1,335,092
　　　当期未処分利益 563,283,371
  　　（うち当期総利益  563,283,371）
　　　　利益剰余金合計 564,618,463
　　　　　純資産合計 564,618,463

　　　　　負債・純資産合計 5,073,529,308

金　　　　　額

貸　借　対　照　表
（平成21年3月31日現在）

(単位： 円)
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科　　　　　　目

経常費用
　業務費
　　給与手当 5,158,103,814
　　退職金 999,914,563
　　法定福利費 573,912,446

　　消耗品費 40,841,420

　　賃借料 148,241,050
　　保守料 263,595,677
　　修繕費 5,230,901
　　減価償却費 1,018,097,110
　　研修費 5,657,940
　　外注委託費 367,205,396
　　旅費交通費 6,207,088
　　通信運搬費 16,530,235
　　水道光熱費 50,159,607
　　その他の業務費 572,834 8,654,270,081
　一般管理費
　　役員報酬 54,241,535
　　給与手当 444,720,325
　　退職金 38,966,998
　　法定福利費 54,315,478
　　福利厚生費 5,919,853
　　消耗品費 18,514,284
　　賃借料 1,212,119
　　保守料 21,998,627

　 　　修繕費 6,416,865
　　減価償却費 28,763,726
　　研修費 4,282,019
　　外注委託費 33,678,600
　　旅費交通費 2,041,750
　　通信運搬費 1,983,661
　　水道光熱費 7,212,656
　　広告宣伝費 2,595,438
　　会議費 1,129,000
　　その他の一般管理費 988,469 728,981,403
　財務費用
　　支払利息 66,540,702
　　　　　経常費用合計 9,449,792,186
経常収益
　　運営費交付金収益 9,041,277,884
　　資産見返運営費交付金戻入 98,785,707
　　資産見返物品受贈額戻入 642,623
　　受託製表収入 15,267,575
　　政府統計共同利用システム利用料収入 753,082,000
　　その他経常収益 100,453,708 10,009,509,497
　財務収益
　　受取利息 983
　　　　　経常収益合計 10,009,510,480
　　　　　　経常利益 559,718,294
臨時損失
　　固定資産除却損 290,877
　　　　　臨時損失合計 290,877
臨時利益
　　資産見返物品受贈額戻入 290,877
　　　　　臨時利益合計 290,877
当期純利益 559,718,294
　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 3,565,077
当期総利益 563,283,371

金　　　　　額

損 益 計 算 書
（平成20年4月1日　～　平成21年3月31日）

(単位：円)



-３- 

 

利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類 
（平成 21 年 7 月 22 日） 

          
                             （単位：円） 

 

Ⅰ 当期未処分利益                          563,283,371 

      当 期 総 利 益               563,283,371 

 

 

Ⅱ 利 益 処 分 額                        

      積 立 金                         563,283,371 

   

 



－４－

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,076,357,642
人件費支出 △ 7,707,954,774
運営費交付金収入 9,399,381,000
受託製表収入 16,426,070
政府統計共同利用システム利用料収入 627,568,334
その他の収入 70

　 小計 1,259,063,058
利息の支払額 △ 59,122,035
利息の受取額 1,059
国庫納付金の支払額 △ 1,497,815,354
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 297,873,272

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 55,384,770
無形固定資産の取得による支出 △ 11,314,800
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 66,699,570

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 840,101,161
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 840,101,161

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

Ⅴ　当期資金増加額 △ 1,204,674,003

Ⅵ　資金期首残高 3,137,513,085

Ⅶ　資金期末残高 1,932,839,082

キャッシュ・フロー計算書
（　平成20年4月1日　～　平成21年3月31日　）

（単位：円）



－５－

科　　　　　目

Ⅰ　業務費用

　　　　損益計算書上の費用

　　　　　業務費 8,654,270,081

　　　　　一般管理費 728,981,403

　　　　　財務費用 66,540,702

　　　　　臨時損失 290,877 9,450,083,063

　　　（控除）

          政府統計共同利用システム利用料収入 △ 753,082,000

　　　　　受託製表収入 △ 15,267,575

　　　　　その他経常収益 △ 100,453,708

　　　　　財務収益 △ 983 △ 868,804,266

　　　　業務費用合計 8,581,278,797

Ⅱ　引当外賞与見積額 △ 8,146,299

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 △ 44,613,000

Ⅳ　機会費用

　　　　国有財産無償使用の機会費用 577,780,763

Ⅴ　行政サービス実施コスト 9,106,300,261

行政サービス実施コスト計算書

（平成20年4月1日　～　平成21年3月31日）

金　　　　　額

(単位： 円)



－６－ 

注  記 
 
Ⅰ 重要な会計方針 
  会計の処理及び財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利

益の処分に関する書類、行政サービス実施コスト計算書及び附属明細書）の作成につい

ては、平成 11 年 4 月 27 日の中央省庁等改革推進本部決定に基づき行われた独立行政法

人の会計に関する研究の成果として公表された基準（平成 19 年 11 月の改訂を含む。以

下「基準」という。）及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しておりま

す。 
 

１．運営費交付金収益の計上基準 
   退職手当及び業務部門の非常勤職員手当を除く人件費については、期間の進行によ

り運営費交付金債務を収益として計上する方法（期間進行基準）を採用しております。 
その他の費用につきましては、業務のために支出した費用相当額を限度として収益

計上する方法（費用進行基準）を採用しております。これは、中期計画及び年度計画

において業務の実施と運営費交付金との対応関係が明確でなく、個別の業務ごとの予

算の設定が困難なため、費用進行基準を採用する必要があるからです。 
     
２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物附属設備 ６年～１５年 
車両運搬具  ６年 
工具器具備品 ４年～２０年 

         
（２）無形固定資産   

定額法を採用しております。 
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 
 

３．引当金の計上基準 
退職手当及び賞与に関する引当金については、基準第 17「引当金」第 2 項において

「法令、中期計画等に照らして客観的に財源が措置されていると明らかに見込まれる

将来の支出については、引当金を計上しない。」とされており、当法人の退職手当及び

賞与に係る引当金は、財源措置をしているため計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、当期

末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額を計

上しております。 



 

－７－ 

 ４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   貯蔵品は、移動平均法を採用しております。 

 
５．リース取引の処理方法 

ファイナンス・リースにより使用しているリース資産は、通常の売買取引に係る方

法に準じて会計処理を行っております。 
また、減価償却については、償却期間をリース期間に合わせて、行っております。 
オペレーティング・リースにより使用している資産は、賃貸借取引として会計処理

をしております。オペレーティング・リース契約は、中途解約が可能です。 
 
 ６．法人税 

当法人は、法人税法第２条第５号で定める公共法人であり、同法第４条第２項の規

定により、法人税を納める義務はありません。 
 
７．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
 

Ⅱ ファイナンス・リース債務（利息相当額を除く） 
貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料   1,080,946,499 円 

  貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料  1,693,234,540 円 

 
 
Ⅲ 貸借対照表の注記事項 

１．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見込額 7,533,384,839 円 
 
 ２．当期の運営費交付金による財源措置が手当されない賞与の見込額 434,411,956 円       

 
 

Ⅳ 損益計算書の注記事項 
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△8,187,486 円であり、当該影響

額を除いた当期総利益は 571,470,857 円です。 
 
 

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書の注記事項 
１．資金期末残高の貸借対照表科目別内訳 

現金及び預金     1,932,839,082 円 
２．重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得 
工具器具備品     2,576,443,486 円 



－８－ 

Ⅵ 行政サービス実施コスト計算書の注記事項 
  国有財産の無償使用による機会費用の計算方法 

１．事務室等施設は、近隣のビルの賃貸料等を参考に計算しております。 
２．政府統計共同利用システムのソフトウェアは、平成 20 年度減価償却費相当額を計

算しております。 
 
 
Ⅶ セグメント情報 
  単一セグメントのため、区分開示すべきセグメントはありません。 
 
 
Ⅷ 重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 
 
 

Ⅸ 重要な後発事象 
  該当事項はありません。 


	財務諸表（表紙）.pdf
	1-1,2 (短期ﾘｰｽ込)(電話料込)20年度 貸借対照表
	貸借対照表

	1-1,2 (短期ﾘｰｽ込)(電話料込)20年度 損益計算書
	損益計算書

	1-3 利益の処分に関する書類
	1-4 キャッシュフロー計算書
	20年度

	1-5 行政サービスコスト計算書（訂正版）
	Sheet1

	1-6 重要な会計方針

